
○管財関係債権等の管理の引継について

昭和52年5月28日 

蔵 理 第 1 9 1 7 号 

改正 昭和61年 6月 3日蔵理第2159号 

 平成 5年12月28日 同 第5037号 

令和元年 6月28日財理第2319号 

同 2年12月18日 同 第4097号 

同 3年 2月17日 同 第 510号 

同  3年 6月11日 同 第1932号 

大蔵省理財局長から各財務局長宛 

国の債権の管理等に関する法律施行令（昭和31年政令第337号）第7条の規定により、

歳入徴収官等が、その所掌に属する債権について管理事務の引継をしようとするときは、

債権管理事務取扱規則（昭和31年大蔵省令第86号）第7条により行うこととされているが、

管財関係債権については、その取扱いを下記の通り定めたので今後はこれにより処理され

たい。 

なお、旧租税債権及び貸付金債権以外の国の債権の整理に関する法律（昭和26年法律

第197号）により編入した定期貸債権及びすえ置貸債権についても本取扱いによるもの

とする。 

追つて、昭和30年5月10日付蔵管第1473号｢管財関係債権の管理の引継等について｣通

達及び昭和32年5月7日付蔵管第1512号｢国の債権の管理等に関する法律の疑義について｣

通達は、これを廃止する。 

記 

１ 債権の管理の引継ができる場合 

歳入徴収官等は、その管理に係る債権について、次の各号に掲げる場合は、他の歳入徴

収官等に管理事務を引継ぐことができる。 

⑴ 歳入徴収官等の所掌事務に異動（管轄区域の変更等）があつたとき。

⑵ 歳入徴収官等の管理に係る債権の債務者が、他の歳入徴収官等の管轄する区域に住所

を移したとき。ただし、当該債権について債務名義又は債権を確認する証拠書類がない

場合及び次の場合を除く。 

イ 保証人のある債権で、主債務者は無資力であるが、保証人には支払能力があると

きに、主債務者のみが、他の歳入徴収官等の管轄する区域に住所を移したとき。 

ロ 歳入徴収官等の管轄区域内に物的担保のある債権で、その債務者が他の歳入徴収

官等の管轄する区域に住所を移したとき。 

ハ 前各号に掲げる場合を除くほか、当該債権の管理を引継ぐことが、債権の管理上

不利益であると認められるとき。 



 

⑶ 債権の管理に関する事務を、他の歳入徴収官等に引継ぐことが、当該債権の管理上有

利であると認められるとき。 

⑷ 大蔵大臣が債権の管理に関する事務を、他の歳入徴収官等に引継ぐことを命じたとき。 

２ 債権の管理の引継手続 

⑴ 事前協議 

歳入徴収官等は、その管理に係る債権が1の⑵及び⑶に該当する場合には、次により

処理するものとする。 

イ 債権の管理の引継をしようとする歳入徴収官等（以下｢旧歳入徴収官等｣という。）

は、当該債権の管理の引継について、必要な事項を記載した別紙第1号書式により、

引継をしようとする他の歳入徴収官等（以下｢新歳入徴収官等｣という。）にあらか

じめ協議するものとする。 

ロ 新歳入徴収官等は、イの協議を受けたときは、当該債務者の住所その他必要な事

項を調査し、支障がないと認められる場合には、引継を受けるべき日（以下｢引継予

定日｣という。）、その他必要な事項を記載した別紙第2号書式により旧歳入徴収官

等に通知する。 

この場合において、新歳入徴収官等は、調査の結果、当該債務者の住所が不明で

ある等当該引継が、不利益又は適当でないと認めるときは、その旨を記載した別紙

第3号書式により旧歳入徴収官等に通知するものとする。 

⑵ 引継手続 

イ ⑴により引継の協議が整つたとき及び1の⑷に該当するときは、旧歳入徴収官等は、

引継予定日をもつて財務省所管債権管理事務取扱細則（昭和34年大蔵省訓令第2号）

別紙第2号書式により債権引継の決議を行い、別紙第4号書式の引継書に債権管理簿

及びその他関係書類並びに担保物等を添付して新歳入徴収官等に引継ぐものとする。 

ロ 1の⑴に該当する場合は、管轄区域が変更する日の前日をもつて、イの手続により

その変更する管轄区域における事務を引継ぐものとする。 

ただし、大蔵省組織規程の改正に伴う所掌事務の異動の場合には、旧歳入徴収官

等は、別紙第5号書式により債権引継の決議を行い、別紙第4号書式の引継書に債権

管理簿及びその他関係書類並びに担保物等を添付して所掌事務が異動する日の前日

をもつて新歳入徴収官等に引継ぐものとする。 

ハ 新歳入徴収官等は、イ又はロにより送付された引継書に基づき、引継予定日又は

引継日をもつて別紙第6号書式（その1）又は別紙第6号書式（その2）により債権引

受の決議を行い、引継を受けた旨を別紙第7号書式により旧歳入徴収官等に通知する

ものとする。 

ニ 新歳入徴収官等は、債権の管理の引継を受けたときは、その旨を直ちに当該債権

に係る債務者に対し別紙第8号書式により通知するものとする。 

ただし、引継時すでに｢要消滅｣の整理がなされているもの等、通知することを要

しないと認められるものについては、通知を省略することができる。 

３ 引継後の処理 

引継が完了したときは、新歳入徴収官等及び旧歳入徴収官等は、直ちに当該引継債権に

係る調査確認をするとともに、管理を引継いだ債権に係る歳入が調査決定済であるときは、

次により処理するものとする。 

⑴ 新歳入徴収官等又は旧歳入徴収官等は、直ちにその引継に係る増加額又は減少額に相

当する金額について調査決定（増減事由用語は｢引継｣｢引受｣とすること。）を行うもの



とする。 

⑵ 新歳入徴収官等は、1の⑴に該当する場合を除くほか、昭和30年4月12日付蔵会第720

号｢財務局及び財務部における歳入徴収事務の取扱いについて｣により、当該債権の債務

者に納付書を送付し、これにより納付させるものとする。 

⑶ 旧歳入徴収官等は債権引継決議書を、新歳入徴収官等は債権引受決議書を計算証明規

則に基づく証拠書類とするものとする。 

４ 分任歳入徴収官等の引継 

財務局出張所又は財務部出張所所属分任歳入徴収官等が、管理の引継を行う場合におけ

る2の取扱いは、所属する主任歳入徴収官等を経由するものとする。 

ただし、同一主任歳入徴収官等の所属の分任歳入徴収官等相互の間において行う引継は、

この限りでない。 

５ 書面等の作成・提出等の方法 

⑴ 電子ファイルによる作成

本通達に基づき、作成を行う書面等（書面その他文字、図形その他の人の知覚によ

って認識することができる情報が記載された紙その他の有体物をいう。以下同じ。）

については、電子ファイルにより作成を行うことができる。 

⑵ 電子メール等による提出等

イ 本通達に基づく提出等の手続のうち、書面等により行うこととしているものにつ

いては、電子メール等の方法により行うことができる。 

ロ 上記イの方法により提出等を行うときは、電子ファイルをもって行うものとする。



別紙第１号書式 

引 継 協 議 書 

文書番号 

年 月 日 

殿 

（歳入徴収官等） 

官 職 氏 名 

大蔵省所管債権管理事務取扱細則第９条第１項の規定により、下記の債権について、引

継の協議をします。 

記 

１ 債務者の住所 

氏名又は名称 

２ 会計名 

３ 債権の種類及び歳入科目 

４ 金額 

５ 履行期限及び納入告知書番号、発行年月日 

６ 債権の発生原因及び発生年度 

７ 利息及び延滞金に関する事項 

８ 債務者の資産又は業務の状況に関する事項 

９ 担保（保証人）に関する事項 

10 解除条件 

11 引継を必要とする理由（具体的に記載すること。） 

12 引継希望年月日 

13 その他 



別紙第２号書式 

引 継 承 諾 書 

文書番号 

年 月 日 

殿 

（歳入徴収官等） 

官 職 氏 名 

年 月  日付  第  号をもって、協議のありました下記債権の管理事務の引継について

は異存ありませんので、大蔵省所管債権管理事務取扱細則第９条第２項に基づき通知し

ます。 

追って、引継予定日等は下記の通りです。 

記 

１ 債務者 

２ 債権金額 

３ 引継予定日 

４ その他 



別紙第３号書式 

引 継 拒 否 書 

文書番号 

年 月 日 

殿 

（歳入徴収官等） 

官 職 氏 名 

年 月  日付  第  号をもって下記債権の管理事務の引継協議を受けましたが、調査の結

果、下記理由の通り、引継は（不適当、不利益）と認められますので、大蔵省所管債権管

理事務取扱細則第９条第２項に基づき通知します。 

記 

１ 債務者 

２ 債権金額 

３ 引継を（不適当、不利益）と認めた理由 

４ その他 



別紙第４号書式 

引 継 書 

債権管理事務取扱規則第７条の規程により、下記の通り債権を引継します。 

記 

引継額 円 

債務者 

債務管理簿 枚 

その他関係書類 

担保物 

債権又は債権の担保に係る事項の立証

すべき書類 

その他の物件の名称及び件数 

その他必要な事項 

引継年月日 年 月 日 

引受者（歳入徴収官等） 

官 職 氏 名 殿 

年 月 日 

引継者（歳入徴収官等） 

官 職 氏 名 

備考 用紙の大きさは、適宜の大きさとする。 



別紙第５号書式 

債 権 引 継 決 議 書 

決議書番号 第 号 起案 年 月 日 決裁 年月 日 

歳入徴収官 管財部長 次長 徴収課長 上席国有

財産管理

官 

国有財産

管理官 

起案者 

文書責任

者 

大蔵省組織規定の改正に伴う所掌事務の異動が昭和 年  月  日付で行われるため、下記債

権の管理事務を国の債権の管理等に関する法律施行令第７条の規定によりその前日をもっ

て引継してよろしいか伺います。 

発生年度 債務者 

会計名 住

所 
種

類 

（部） （款） 

（項） （目） 

金額 

履行期限 

（旧歳入徴収

官等） 

引継予定日 

（新歳入徴収

官等） 

理由 

（添付書類） 

引継書 

引継承諾書 

摘要 

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。 



別紙第６号書式（その１） 

債 権 引 受 決 議 書 

決議書番号 第 号 起案 年 月 日 決裁 年月 日 

歳入徴収官 管財部長 次長 徴収課長 上席国有

財産管理

官 

国有財産

管理官 

起案者 

文書責任

者 

年 月  日付  第  号をもって下記債権の管理事務の引継について承諾したところ、別紙

の通り（旧歳入徴収官等）から引継書の送付があったので、引受してよろしいか伺いま

す。 

発生年度 債

務

者 

住所 

会計名 

債権種類 

（部） 

（項） 

（款） 

（目） 

氏名 

金額 

履行期限 

（旧歳入徴収

官等） 

引継予定日 

添付書類 理由 

摘要 １ 決裁後別紙(1)により引継ぎを受けた旨（旧歳入徴収官）に通知する。 

(2)により債務者に通知する。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。 



別紙第６号書式（その２） 

債 権 引 受 決 議 書 

決議書番号 第 号 起案 年 月 日 決裁 年月 日 

歳入徴収官 管財部長 次長 徴収課長 上席国有

財産管理

官 

国有財産

管理官 

起案者 

文書責任

者 

大蔵省組織規定の改正に伴う所掌事務の異動による債権の管理事務の引継について別紙の

通り（旧歳入徴収官等）から引継書の送付があったので、引受してよろしいか伺います。 

発生年度 債

務

者 

住所 

会計名 

債権種類 

（部） 

（項） 

（款） 

（目） 

氏名 

金額 

履行期限 

（旧歳入徴収

官等） 

引継予定日 

添付書類 理由 

摘要 １ 決裁後別紙(1)により引継ぎを受けた旨（旧歳入徴収官）に通知する。 

(2)により債務者に通知する。

備考 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。 



別紙第７号書式 

文書番号 

年 月 日 

殿 

（歳入徴収官等） 

官 職 氏 名 

債 権 の 引 受 に つ い て 

年 月 日付引継書をもって引継のあった下記債権の引受について、債権管理事務取扱 

規則第７条の規程に基づき完了しましたので通知します。 

記 

１ 債務者 

２ 債権金額 

３ 引受日 



別紙第８号書式 

文書番号 

年 月 日 

殿 

（歳入徴収管等） 

官 職 氏 名 

債権管理事務の変更について 

国の貴殿に対する下記債権は、従来 で管理していましたが、 年 月 日以 

降当局で管理することになりましたので通知します。 

なお、今後は当局に対し納付されるよう申し添えます。 

記 

１ 債権種類 

２ 債権金額 
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